
によって、売上高の伸びに依存せずに確実に収益を確保できる企業体質

を実現できるよう、グループ一丸となって改革を進めています。これまでの

取り組みの成果が、第1四半期から第2四半期にかけての業績回復にも表

れたものと認識しています。

　下半期は、情報機器事業やオプト事業を中心として、新製品の販売拡大

や新規顧客開拓など売上を積極的につくる「攻め」の経営を進めていきま

す。同時に、さらなるコスト削減にもグループ一丸となって取り組むことで

収益力のボトムアップを図り、景気の先行きが不透明な中にあっても、確実

に成長基調に戻していきます。

　固定費削減やフリー・キャッシュ・フローの創出も『経営方針＜09 -10＞』

の重要な取り組み課題ですが、これらも計画に沿って着実に進捗していま

す。当年度のフリー・キャッシュ・フローは、サプライチェーン・マネージメン

トを導入して在庫削減の徹底を図ったことなどにより、2009年度上半期

で320億円となり、通期では400億円を大きく超えるものと見込んでいま

す。これを原資として、2009年12月に満期を迎える転換社債の償還を手持

ち資金で賄い、さらに将来の成長へ向けた新しい事業分野への投資に充当し

ていきます。

　オプト事業では、液晶パネルの主要部材であるTACフィルムの販売が

堅調に推移し、業績を牽引しました。各国の景気刺激策が奏功して、大型

液晶テレビの需要が高まったため、液晶関連部材への需要が想定したより

も早く回復したことが要因です。光ディスク用ピックアップレンズやガラス

製ハードディスク基板も市況は回復傾向にあり、総じて第1四半期から第2

四半期にかけて上向きで推移しました。

　このように、各事業における収益力は着実に回復の兆しが表れており、

この上昇基調を下半期にもしっかりとつなげていきたいと考えています。

　2009年4月に策定した『経営方針＜09 -10＞』では、①企業体質改革

の実行、②強い成長の実現、③風土改革の3点を重要課題として掲げてい

ます。2008年後半からの厳しい事業環境が続く中で、スリム化と選択・集

中の早期断行と、お客さま起点の発想に立って革新的な思考・行動を起こ

す企業集団を目指した「企業体質改革」に注力しています。この取り組み

　情報機器事業では、2008年秋以降の世界的な経済後退の影響が長引

き、企業における設備投資の抑制やリース会社の与信審査の厳格化に

よって、MFPに対する需要の落ち込みが国内外で続いています。特に第1

四半期はその影響が顕著で、MFPの販売は低迷しました。そのような状況

の中で、当社はオフィス用カラーMFP「bizhub（ビズハブ）」シリーズの新

製品6機種を順次発売し、需要の喚起に努めました。消費電力量の低減や

長寿命部品の採用によって、お客さまがMFPをお使いになる際のさまざま

なコストの削減に貢献することを第一に考えて作りました。新製品に対す

るお客さまの評価は高く、また、販売促進活動を各地で積極的に展開した

ことで、第2四半期に入ってMFPの販売状況は大きく改善しました。

トップインタビュー

この6ヵ月間の事業の状況を教えてください。Q1

『経営方針＜09 -10＞』はどのように進捗していますか？ 
また、下半期の取り組みについてもお聞かせください。Q2TOP 

INTERVIEW

「攻め」の経営と企業体質改革で、成長基調に戻します。

●連結売上高 （億円）

●連結営業利益 （億円）

●固定費の削減 ●フリー・キャッシュ・フローの確保

第3四半期 第4四半期

2,136 2,012

第1四半期

1,894

第2四半期

2,039

2009年度
固定費の削減当初計画

2009年度
フリー・キャッシュ・フロー当初計画

2009年度上半期の
フリー・キャッシュ・フロー

2009年度計画を
半期で達成330億円

300億円

320億円
2009年度上半期の
固定費削減額

2009年度目標の
3分の2以上を半期で達成

220億円

2008年度 2009年度

第3四半期 第4四半期

147

-71

第1四半期

-5

第2四半期

97

2008年度 2009年度

43



によって、売上高の伸びに依存せずに確実に収益を確保できる企業体質

を実現できるよう、グループ一丸となって改革を進めています。これまでの

取り組みの成果が、第1四半期から第2四半期にかけての業績回復にも表

れたものと認識しています。

　下半期は、情報機器事業やオプト事業を中心として、新製品の販売拡大

や新規顧客開拓など売上を積極的につくる「攻め」の経営を進めていきま

す。同時に、さらなるコスト削減にもグループ一丸となって取り組むことで

収益力のボトムアップを図り、景気の先行きが不透明な中にあっても、確実

に成長基調に戻していきます。

　固定費削減やフリー・キャッシュ・フローの創出も『経営方針＜09 -10＞』

の重要な取り組み課題ですが、これらも計画に沿って着実に進捗していま

す。当年度のフリー・キャッシュ・フローは、サプライチェーン・マネージメン

トを導入して在庫削減の徹底を図ったことなどにより、2009年度上半期

で320億円となり、通期では400億円を大きく超えるものと見込んでいま

す。これを原資として、2009年12月に満期を迎える転換社債の償還を手持

ち資金で賄い、さらに将来の成長へ向けた新しい事業分野への投資に充当し

ていきます。

　オプト事業では、液晶パネルの主要部材であるTACフィルムの販売が

堅調に推移し、業績を牽引しました。各国の景気刺激策が奏功して、大型

液晶テレビの需要が高まったため、液晶関連部材への需要が想定したより

も早く回復したことが要因です。光ディスク用ピックアップレンズやガラス

製ハードディスク基板も市況は回復傾向にあり、総じて第1四半期から第2

四半期にかけて上向きで推移しました。

　このように、各事業における収益力は着実に回復の兆しが表れており、

この上昇基調を下半期にもしっかりとつなげていきたいと考えています。

　2009年4月に策定した『経営方針＜09 -10＞』では、①企業体質改革

の実行、②強い成長の実現、③風土改革の3点を重要課題として掲げてい

ます。2008年後半からの厳しい事業環境が続く中で、スリム化と選択・集

中の早期断行と、お客さま起点の発想に立って革新的な思考・行動を起こ

す企業集団を目指した「企業体質改革」に注力しています。この取り組み

　情報機器事業では、2008年秋以降の世界的な経済後退の影響が長引

き、企業における設備投資の抑制やリース会社の与信審査の厳格化に

よって、MFPに対する需要の落ち込みが国内外で続いています。特に第1

四半期はその影響が顕著で、MFPの販売は低迷しました。そのような状況

の中で、当社はオフィス用カラーMFP「bizhub（ビズハブ）」シリーズの新

製品6機種を順次発売し、需要の喚起に努めました。消費電力量の低減や

長寿命部品の採用によって、お客さまがMFPをお使いになる際のさまざま

なコストの削減に貢献することを第一に考えて作りました。新製品に対す

るお客さまの評価は高く、また、販売促進活動を各地で積極的に展開した

ことで、第2四半期に入ってMFPの販売状況は大きく改善しました。

トップインタビュー

この6ヵ月間の事業の状況を教えてください。Q1

『経営方針＜09 -10＞』はどのように進捗していますか？ 
また、下半期の取り組みについてもお聞かせください。Q2TOP 

INTERVIEW

「攻め」の経営と企業体質改革で、成長基調に戻します。

●連結売上高 （億円）

●連結営業利益 （億円）

●固定費の削減 ●フリー・キャッシュ・フローの確保

第3四半期 第4四半期

2,136 2,012

第1四半期

1,894

第2四半期

2,039

2009年度
固定費の削減当初計画

2009年度
フリー・キャッシュ・フロー当初計画

2009年度上半期の
フリー・キャッシュ・フロー

2009年度計画を
半期で達成330億円

300億円

320億円
2009年度上半期の
固定費削減額

2009年度目標の
3分の2以上を半期で達成

220億円

2008年度 2009年度

第3四半期 第4四半期

147

-71

第1四半期

-5

第2四半期

97

2008年度 2009年度

43



情報機器事業 オプト事業

メディカル&グラフィック事業

●MFP分野：オフィス用カラーMFP／「bizhub」シリーズ6機種を発

売し、従来製品からの切り替えを促進。オフィス用カラーMFPの販売数

量は、これら新製品の効果もあって第2四半期は第１四半期に比べ大

きく伸長。プロダクションプリント／高速モノクロMFP「bizhub PRO

（ビズハブプロ）」2機種を発売。販売数量は国内および北米

市場で堅調。カラー機は景気停滞の影響で伸び悩むが、

第１四半期以降カラー、モノクロともに増加傾向。

●プリンター分野：オフィス向けにA4タンデムプリ

ンターやA4カラー複合機などの販売強化に取り

組んだ結果、欧米を中心にカラー製品が堅調。

　三次元計測分野では非接触三次元デジタイザの新製品

「RANGE（レンジ）5」、医用計測分野では血液中酸素飽和度計パル

スオキシメータの新製品「PALSOX（パルソックス）-1」の発売を開始。

しかしながら、製造業における設備投資縮小の影響を受け、日本をはじ

め先進国市場における販売数量は伸び悩み。

●ディスプレイ部材分野：大型液晶テレビ用VA-TACフィルムおよび薄

膜フィルムを中心に販売拡大に注力。液晶パネルメーカー各社の生産状

況の回復に伴い、販売数量は前年同期並みに回復。

●メモリー分野：CD用やDVD用を含めた光ピックアップレンズ全体とし

て、デジタル家電メーカー向けの需要が回復基調で推移したこ

とから、第2四半期の販売数量は前年同期並みの水準に

回復。第2四半期のガラス製ハードディスク基板の販

売数量は第1四半期に比べ大きく伸長。

●画像入出力コンポーネント分野：デジタルカメラ

向けの販売は堅調。ビデオカメラおよびカメラ付携

帯電話用途向けは需要低迷の影響を受け、低調。

●医療・ヘルスケア分野：高画質ＤＲ機器、デジタルX線

画像入力機器および画像診断ワークステーションの販売強

化に加えて、ネットワークを活用したデジタルソリューションサービ

ス商品「infomity（インフォミティ）」を本格展開。国内市場では主力の

CR機器「REGIUS（レジウス）」の販売が好調な伸び。

●印刷分野：デジタル印刷機器の販売拡大に取り組むが、国内外の印刷

業界における新規設備投資の冷え込みが続き、販売数量は減少。

売上高2,599億円 営業利益78億円（第2四半期累計期間）
売上高1,327億円 営業利益76億円（第2四半期）

売上高704億円 営業利益61億円（第2四半期累計期間）
売上高364億円 営業利益44億円（第2四半期）

計測機器事業

売上高30億円 営業利益（▲損失）▲3億円（第2四半期累計期間）
売上高16億円 営業利益（▲損失）▲1億円（第2四半期）

売上高529億円 営業利益17億円（第2四半期累計期間）
売上高292億円 営業利益9億円（第2四半期）

事業別の
動き

情報機器

66.1%

その他1.7%
計測機器0.8%

メディカル＆
グラフィック

13.5%

オプト

17.9%

2009年度2008年度 2010年度   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2013～2015年度

　まず、プロダクションプリント（企業内印刷や商業印刷）分野をオフィス

MFPと並ぶ情報機器事業の二本柱として育成するため、意識的に事業拡

大を進めていきます。カラー機もモノクロ機も次期中核商品となる新製品の

準備を進めており、商品競争力を徹底強化することで、当社の事業領域を

さらに大きく、強くしていきます。社内外のリソースとも連携を取りながら、

プロダクションプリント分野で確固としたポジションを築いていく考えです。

　次に、社会的なニーズがますます高まる「環境・エネルギー」分野で新し

い事業を複数立ち上げ、情報機器事業・オプト事業と並ぶ“第3の事業”と

して育成を進めていきます。具体的には、急成長するLED（発光ダイオー

ド）照明市場をターゲットにした光学コンポーネント部材へ参入します。当

社独自の光学ガラス技術を活かしてLED照明光源の中核部品となるガラ

スレンズの生産を2010年度から開始し、照明機器メーカーなどへ供給す

る予定です。また、有機EL照明は2010年度の事業化に向けて、量産技術

の確立と初期段階の限定販売用製品を供給できる体制整備を進めていま

す。当社が得意とする有機材料技術・薄膜技術・塗布技術を高度化・複合化

することで、照明分野だけでなく、太陽電池や二次電池（充電が可能な電

池）への展開の可能性も検討しています。

　当社は、製造業に携わる企業の使命として、地球温暖化防止を最重要

テーマと位置付け、多角的な対策を実践しています。地球温暖化防止に貢

献する原動力は技術革新にあります。エネルギー効率を飛躍的に変える

有機ELに代表される「省エネ」照明や、エネルギーそのものを生み出す

「創エネ」（発電）製品・サービスの開発に取り組むことで、地球温暖化防止

への貢献とともに、当社グループの力強い成長に必ずつながるものと考え

ています。

　これらの構想は、決して一朝一夕で成せるものではありませんが、一つ

一つを必ず実現させることが私の使命だと心得ています。

将来の成長へ向けて、どのような構想があるのですか？Q3

65

売上高構成比
2009年度

第2四半期累計期間

プロダクションプリ
ント、オプトデバイ

ス  既存事業業容拡大

新規事
業育成

「環境・
エネル

ギー」「
健康・安

全安心
」

「ジャンルトップ」精鋭化  既存事業強化

強い成長の実現




